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言命
今日の地球環境問題は、現在の社会システム、容に金業体が生産過程で導入する資源及び排出す
る廃棄物にその大きな原因がある。企業活動を振り返って見ると、金業は大量の資諌・エネルギー
を泊費し、環境汚染物質の排出量を増加させた。それは、企業体の主な呂的である利潤追求のため、
資源や化石エネルギ を大量消費することにより、生産行為を行うが、その代わりに廃物・廃熱を
大気圏、本圏、地圏に排出しているからである。資諒の節約、廃棄物の削減が求められているが、
中でも地球環境開題の中で最も深刻だと言える温暖化問題の大きな原因とされるC02排出を訪ぐ
上で、システム（企業体）におけるC02排出の部減は重要である。そこで、企業活動が環境に与える
影響について、それを管理・コントロールしていく仕組みを企業が整備することが必要である。そ
の新たなツールのーっとして環境マネジメントシステムと環境監査、ライフサイクルアセスメント
(Life Cycle Assessment）、そして環境パフォーマンス評倍の導入が注昌されている。
国際的には、既にISO(International Organization for Standardization）が1996年9月にお014000シリー
ズとして国際規搭を発効させており、国内では、 ISOの国擦規格発効に対し、 JIS(Japan Industry 
Standard）が1996年10丹にE本工業規搭としてJISQ 14000シリーズをその対応策として提示した。
このような状況下で、複数金業における環境パフォーマンス評鍾とその環境監査を行うため、金業
の業務との関わちが強いこと、およびごみとして排出量が多いと考えられる紙類に着目した。本論
文では、 1）今まで、環境パフォーマンス評舗の具体的な事慨を報告したものは少ないので、通常で
は容易には得られない新たなデータの蓄積とともに、具隼的な方法論を確立する。 2）金業が環境
に与えている負荷実態を評髄するために、紙の原料の導入から麗棄までのライフサイクルアセスメ
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ントを行い、負荷実態評価の指標として、地球逼暖化の最大の原国であるC02発生量を算出する。
3）企業の物質（紙類）を使用・廃棄することによって発生するC02発生量を用いて各社の環境負荷
低減のためのシミュレーションを行い、今後各金業における最も有効な取り組みを見い出す。 4)
IS014000シリーズにおける企業の環境監査や環境パフォーマンス評憧の基本的な梓を構成・提供
することを自的とした。
第2章企業における環境問題の認議度と調査協力
ここでは、金業の環境問題の認識度と調査協力について述べた。 1995年に広島に本・支店を設け
ている企業200社に環境パフォーマンス評舗を行うため、調査協力依頼書を郵送し、戻ってきたア
ンケートからその結果をデータベースとして分析を行った。その結果、うら紙使用率は調査承諾と
非承諾の企業ともに、日とんどの企業でうら紙を2割ほどすでに使用していることがわかったc う
ら紙処理方法に関しては、実惑調査を承諾した企業は、「サイズ・震加に分類せずにうら紙BOXを
設置して再利用jfサイズ・賓別に分類しうら紙BOXを設量して再利jf資諜ごみとして排出jす
る傾向が調査非承諾の金業より多かった。雑誌の処理方法に関しては、調査承諾した企業は、「す
べて資源ごみとして排出J、「非発生j、fその地（資料として保管、個人が持ち帰る、自社で焼却〉」
が調査非承諾の金業より多い額向が見られ、調査承藷した企業の環境意識の高さがわかった。従業
員の規模と延べ床面積の規模では、従業員の規摸は31-50入、延べ床面積は101-500m2の企業が承
諾率が最も高かった。
第3章環境集荷算出のためのライフサイクルアセスメント（LifeCycle Assessment) 
ここでは、環境負荷量の算出のためのライフサイクルアセスメントについて述べた。企業が製品
（紙〉を使罰することにより、原料調達段暗から廃棄段階までにわたってどれだけ環境に負荷を与え
ているのか、また、どれだけ環境への負荷を削減できるのかを評価・検討するために、ライフサイ
クルアセスメントを行い、負苛指標としC02発生量を用いて、環境負荷を具体的な数億として表
すことを試みた。その結果、企業が紙をlt消費するごとに、原料調達段指では上費紙の場合0.0訟の
C02が、再生紙の場合0.02tのC02が発生することがわかった。累科加工段陸（パルプ化）では上費
紙は0.98tのC02が、再生紙の場合0.20tのC02が発生することがわかった。製造段階では上質
紙・再生紙とも1tのC02が発生することがわかった。消費段階では上質紙・再生紙ともむ.004tの
C02が発生することがわかった。再資源化段階で辻、再生紙〈古紙混入率809も）で0.22tのC02が発
生することがわかった。震棄段措では、燃焼処理において1.7tのC02が発生することがわかった。
第4章第1国自の環境パフォーマンス評価
ここでは、第1回目の環境パフォーマンス評倍について述べた。今まで環境負荷実態調査を報告
した事例は少ない状況下で、広島市内に本・支窟を設霞している様々な業種の企業8社を対象とし
て実態謁査を行った。その結果、企業8社におけるC02発生・削減量では、 4社はC02総発生量
の約3醤を既に割減していたが、 2社は 1暫寝であり、残り 2社はほとんど前減していなかった。
このように現状での取り組み達或度は各社異去っていたが、今後の取り組みによる将来削減可能量
としては8社ともC02では約8割となることがわかった。立ち木の伐採・前誠量では、 2社は立ち
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木総伐採量の約3害拐、ら8害jを既に削減していたが、 2社は 1割前後であり、残り 4社はほとんど削
減していなかった。このように現状での取り組み達或度は各社異なっていたが、今後の取り組みに
よる将来削減可龍量としては8社とも立ち木では約9割弱となることがわかった。
環境パフォーマンス評価の結果から改善評儒を行って、今後の各企業に適した取り組みについての
環境負荷削減の有効性の度合では、資源化ごみの分別徹底による取り組みが今後最も効果的である
ことカfわかった。
第5章継続としての第2囲自の環境パフォーマンス評倍
ここでは、第2団自の環境パフォーマンス評価について述べた。企業が使用する物質資源やエネ
ルギーは毎年間量ではない。また、金業から排出される環境負蕎も年々一定しているとは限らない。
そこで、 1995年第l[QJ自の環境パフォーマンス評舗を行った企業を第2国自の環境パフォーマンス
評留の対象とし、同一企業における環境負荷実意識査を行い、物費資源やエネルギ一、排出される
環境負荷の経年変化を分析した。その結果、 1997年には8社のうち5社で、環境パフォーマンス評髄
を実施することができた。金業5杜におけるC02発生・部減量では、 2社はC02総発生量の約3
割を畏に削減していたが、 1社は2割弱であり、残り 2社は0.5割を前減していたc このように現
状での取り組み達成度は各社異なっていたが、今後の取り組みによる将来削減可能量としては5社
ともC02では約6書せとなることがわかった。立ち木の伐採・削減量では、 l社は立ち木総伐採量
の約5割強を既に部減していたが、 2社は約1割であり、残り 2社は割減していなかった。このよ
うに現状での取乃組み達成度は各社異なっていたが、今後の取り組みによる将来削減可能量として
は 5 社とも立ち木では約 9 書ti§~ となることがわかったO また、環境パフォーマンス評缶の結果から
改善評値を行って、今後の各企業に適した取り組みについて環境負斉削減の者効性の度合では、 5
社のうち 4社で資源北ごみの分別徹まによる取り組みが今後最も効果的であることがわかったO
一方、 1ヲ95年と1997年の全業5社におけるC02発生・削減量の比較では、 3社ではお年と比べて
同量、または少し上回っており、残存 2社は5割以上低くなっていた。また、金業5在における集
荷削減のためのシミュレーション結果、各企業における最小限のC02排出量では、 4干士は95年と
比べてほほ同量、または少し減っており、残り 1社は3割以上増加していた。環境パフォーマンス
評舗の結果から改善評倍を行って、今後の各金業に適した取り組みについての環境負荷削減の有効
性の度合では、 95年と97年共に、 f資源化ごみの分間jの取り組みが最も有効であることがわかっ
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本研究では、金業の環境負荷削減のため f資源化ごみの分別j「再生紙のイ吏用jfうら紙の使用J
という取り組みの撤底によるシミュレーシヨンを行い、今後の各企業に最も適した環境負荷削減の
取り組みについての有効性評緬をし、金業別iこ負荷削減のための具体的提言を行ったにもかかわら
ず、取り組み達成率は減少した。しかし、紙使用量の減少によりC02総発生量は減少しており、
環境には良い結果となっていた。この様に負荷削減の取り組み条件をさらに増やすなどして、企業
の評鍾方法に多様性を持たせる必、要があると思われる。一方、筆者の提言にも限界がある。環境負
荷削減のための提言を行っても、企業はあくまでも経済重視であり、環境重視ではないため、提言
の実行は非常に難しいと考えられる G また、現状での環境に対する法的規制も確かと泣言えないこ
とから、環境保護のための新たな法・経済的システムの確立が必要であると考えられる。
